
食品による薬物中毒事案の発生食品による薬物中毒事案の発生

11月月2929日、東京都日、東京都からから厚生労働省に、兵庫県（厚生労働省に、兵庫県（11月月55日発症日発症））、、
千葉県（千葉県（11月月2222日発症）の有機リン中毒疑い事案の発生に日発症）の有機リン中毒疑い事案の発生に
ついて情報提供。ついて情報提供。

両事案で両事案では、は、発症直前にジェイティフーズ発症直前にジェイティフーズ（株）（株）（（東京都品東京都品
川区）が中国から輸入した冷凍ギョウザを川区）が中国から輸入した冷凍ギョウザを喫食喫食。。患者の吐患者の吐
瀉物等から有機リン系薬物（メタミドホス）が検出。瀉物等から有機リン系薬物（メタミドホス）が検出。

翌翌3030日、品川区の検査により、日、品川区の検査により、当該冷凍ギョウザは当該冷凍ギョウザは同時期同時期
に輸入された同一製造者（天洋食品工場）のものと判明。に輸入された同一製造者（天洋食品工場）のものと判明。

同日、東京都の立入検査同日、東京都の立入検査結果結果に基づきに基づき、厚生労働省及び関、厚生労働省及び関
係自治体係自治体等等において、それぞれ本件について公表。において、それぞれ本件について公表。

（参考）天洋食品工場からの輸入量（平成19年1月～平成20年1月）

・冷凍ギョウザ：1,307トン

・その他の食品：3,800トン



これまでの対応これまでの対応

1. 1. 被害拡大の防止被害拡大の防止

国民に対する周知国民に対する周知

安全性が確認されるまで摂取しないよう広く国民に周知安全性が確認されるまで摂取しないよう広く国民に周知
（（11月月3131日）日）

厚生労働省、保健所等に厚生労働省、保健所等に相談相談窓口を設置（窓口を設置（22月月11日）日）

輸入者に対する指導等（輸入者に対する指導等（11月月3131日）日）

当該製造者の製品の輸入・当該製造者の製品の輸入・販売販売のの中止を中止を指導指導

日本医師会日本医師会への要請への要請（（11月月3131日）日）

適切な診断適切な診断・・治療治療及び食品による及び食品による有機リン中毒疑い有機リン中毒疑い患者患者
を診断した場合の、速やかな保健所への通報を要請を診断した場合の、速やかな保健所への通報を要請

2. 2. 原因究明原因究明

捜査関係機関への協力捜査関係機関への協力

中国国家質量監督検験検疫総局に調査を依頼（中国国家質量監督検験検疫総局に調査を依頼（11月月3030日）日）

訪中調査団による天洋食品工場の現地調査（訪中調査団による天洋食品工場の現地調査（22月月55日～日～77日）日）



被害状況被害状況（（33月月3131日現在）日現在）

有機リン中毒の確定事例は３家族有機リン中毒の確定事例は３家族1010名（千葉市名（千葉市

２名、千葉県（市川市）５名、兵庫県３名）、その２名、千葉県（市川市）５名、兵庫県３名）、その

他の事例中には、有機リン中毒が疑われる症例他の事例中には、有機リン中毒が疑われる症例

の報告はなの報告はなしし

5,915 5,915 名名0 0 名名10 10 名名

その他その他調査中の事例数調査中の事例数
有機リン中毒有機リン中毒

確定患者数確定患者数



中毒事案のメタミドホスの検出状況中毒事案のメタミドホスの検出状況

千葉市事案千葉市事案
千葉県警発表：未調理残品からメタミドホス検出千葉県警発表：未調理残品からメタミドホス検出

餃子Ａ餃子Ａ 皮：皮：1,490ppm1,490ppm、具：、具：410ppm410ppm
餃子Ｂ餃子Ｂ 皮：皮：17,680ppm17,680ppm、具：、具：19,290ppm19,290ppm
餃子Ｃ餃子Ｃ 皮：皮：10,340ppm10,340ppm、具：、具：4,600ppm4,600ppm

兵庫県高砂市事案兵庫県高砂市事案
兵庫県警発表：袋、トレー、被害者の胃洗浄液からメタミドホス検出兵庫県警発表：袋、トレー、被害者の胃洗浄液からメタミドホス検出

袋の内側８分の１から袋の内側８分の１から2.08mg2.08mg
トレー底部２分の１からトレー底部２分の１から0.384mg0.384mg
被害者２名の胃洗浄液からＡ男（被害者２名の胃洗浄液からＡ男（5151歳）：歳）：52ppm52ppm、Ｂ男（、Ｂ男（1818歳）：歳）：103ppm103ppm

千葉県市川市事案千葉県市川市事案
千葉県警発表：被害者の吐物（吐き出した餃子）からメタミドホスが検出千葉県警発表：被害者の吐物（吐き出した餃子）からメタミドホスが検出

皮：皮：3,580ppm3,580ppm、具：、具：3,160ppm3,160ppm



その他の加工食品からの検出事例その他の加工食品からの検出事例

ジクロルボス及びナレドジクロルボス及びナレド

2/20 2/20 自主検査（自主検査（0.04ppm0.04ppm））
威海中胜水産食品有限公司威海中胜水産食品有限公司子持子持ちししゃもちししゃも

ホレートホレート

2/20 2/20 自主検査（自主検査（1.2ppm1.2ppm））
清清仁木清清仁木食品食品有限公司有限公司

レンジＤＥロールソースレンジＤＥロールソース
かつかつ アスパラガス入りアスパラガス入り
（（200g 8200g 8個入り）個入り）

メタミドホスメタミドホス

2/19 2/19 大阪市大阪市

検体検体11：製品全体（：製品全体（0.51ppm0.51ppm））

具（具（0.59ppm0.59ppm））

皮（皮（0.25ppm0.25ppm））

検体検体22：製品全体（：製品全体（0.64ppm0.64ppm））

具（具（0.49ppm0.49ppm））

皮（皮（0.22ppm0.22ppm））

山東仁木食品有限公司山東仁木食品有限公司青島ニラ肉焼青島ニラ肉焼まんまん

ジクロルボス及びナレドジクロルボス及びナレド

2/15 2/15 自主検査（自主検査（0.14ppm0.14ppm））

威海宇王水産食品有限公司威海宇王水産食品有限公司

威海金琳水産有限公司威海金琳水産有限公司
炙りトロ〆鯖スライス炙りトロ〆鯖スライス

検出内容検出内容製造者（製造者（※※））製品名製品名

※※ 当該製造者当該製造者が製造した食品については、輸入の都度、貨物を保留の上、が製造した食品については、輸入の都度、貨物を保留の上、
ジクロルボス、ホレート及びメタミドホスに係る自主検査を実施するよう指導ジクロルボス、ホレート及びメタミドホスに係る自主検査を実施するよう指導



食品による薬物中毒事案の再発防止策食品による薬物中毒事案の再発防止策 ①①
食品による薬物中毒事案に関する関係閣僚による会合申合せ食品による薬物中毒事案に関する関係閣僚による会合申合せ（（22月月2222日）日）

情報の集約・一元化体制の強化情報の集約・一元化体制の強化

自治体に対し、自治体に対し、犯罪性の有無にかかわらず犯罪性の有無にかかわらず、国へ報告、国へ報告するよするよ
う要請（う要請（22月月11日通知日通知、、22月月1414日全国主管課長会議開催）日全国主管課長会議開催）

保健所における保健所における2424時間、時間、365365日体制の確保等日体制の確保等の要請（の要請（22月月2525日日
通知）通知）

食中毒発食中毒発生時の自治体から国への速報対象事件に、生時の自治体から国への速報対象事件に、重篤な重篤な有有
害事象害事象が発生した場合、化学物質にが発生した場合、化学物質に起因起因する場合する場合をを追加追加
（（44月月2222日施行）日施行）

関係府省に関係府省に食品危害情報総括官食品危害情報総括官を指名（を指名（22月月2929日）日）

食品保健総合情報処理システムの活用食品保健総合情報処理システムの活用（システムの基本設計（システムの基本設計
を実施済み）を実施済み）

管理運営基準ガイドラインに管理運営基準ガイドラインに健康被害や法違反に関する情報健康被害や法違反に関する情報
の保健所への報告を追加の保健所への報告を追加（（44月月2222日通知）日通知）



食品による薬物中毒事案の再発防止策食品による薬物中毒事案の再発防止策 ②②
食品による薬物中毒事案に関する関係閣僚による会合申合せ食品による薬物中毒事案に関する関係閣僚による会合申合せ（（22月月2222日）日）

輸入加工食品に関する安全確保策の強化輸入加工食品に関する安全確保策の強化

二国間協議二国間協議及び検証のための及び検証のための査察の実施体制の強化査察の実施体制の強化（原因究（原因究

明結果を踏まえ順次実施）明結果を踏まえ順次実施）

在中国日本大使館における在中国日本大使館における食品安全担当官の駐在食品安全担当官の駐在（（2020年年33月）月）

検疫所の検疫所の食品衛生監視員の増員、検査機器整備等食品衛生監視員の増員、検査機器整備等による監視による監視

体制の強化体制の強化

冷凍加工食品の輸入時検査の開始冷凍加工食品の輸入時検査の開始（（22月月2222日～日～66月月33日現在、日現在、

666666検体について検査を実施し、違反なし）検体について検査を実施し、違反なし）

輸入業者の輸出段階における輸入業者の輸出段階における自主管理ガイドラインの策定自主管理ガイドラインの策定

（（66月月55日公表、日公表、66月月1616日～日～2727日に全国で説明会を開催予定）日に全国で説明会を開催予定）

輸入業者の自主管理、検疫所の監視強化に資する輸入業者の自主管理、検疫所の監視強化に資する加工食品の加工食品の

残留農薬検査法の検討開発残留農薬検査法の検討開発（工程表に基づき順次実施）（工程表に基づき順次実施）



輸入加工食品の自主管理に関する輸入加工食品の自主管理に関する指針（指針（ガイドラインガイドライン））
概要概要①①

第１第１ 趣旨趣旨

本ガイドラインは、有毒、有害物質等の混入防止に加え、輸入本ガイドラインは、有毒、有害物質等の混入防止に加え、輸入

食品監視指導計画で輸入者に対し求めている加工食品に関する食品監視指導計画で輸入者に対し求めている加工食品に関する

基本的指導事項について、さらに具体化し、基本的指導事項について、さらに具体化し、輸入加工食品の自輸入加工食品の自

主衛生管理の推進を図り、安全性の向上を図ることを目的とする主衛生管理の推進を図り、安全性の向上を図ることを目的とする。。

第２第２ 対象対象

海外の製造者と直接契約して対日輸出製品を製造し、輸入す海外の製造者と直接契約して対日輸出製品を製造し、輸入す

る輸入者のほか、る輸入者のほか、加工食品の輸入者全般を対象とする加工食品の輸入者全般を対象とする。なお、海。なお、海

外の製造者と直接的な製造委託契約関係にない輸入者にあって外の製造者と直接的な製造委託契約関係にない輸入者にあって

も、輸出業者等を通じて、本指針に示す事項を製造者に確認するも、輸出業者等を通じて、本指針に示す事項を製造者に確認する

よう努めることとする。よう努めることとする。



輸入加工食品の自主管理に関する輸入加工食品の自主管理に関する指針（指針（ガイドラインガイドライン））
概要概要②②

第３ 確認体制

輸入者は、必要な知識及び技術を有する責任者及び担当者を置

いて本指針に示す事項の確認を行う。

第第４４ 確認事項確認事項

輸入者は、輸入者は、輸出国の食品衛生関連規制の整備及び施行の状況、輸出国の食品衛生関連規制の整備及び施行の状況、

製造者の衛生管理の水準等を勘案して製造者の衛生管理の水準等を勘案して、輸入しようとする加工食品、輸入しようとする加工食品

の製造者に対し、以下に示す事項について、文書による確認のほの製造者に対し、以下に示す事項について、文書による確認のほ

か、現地調査、駐在員の設置、試験検査の実施により確認を行う。か、現地調査、駐在員の設置、試験検査の実施により確認を行う。

１１ 輸入開始前輸入開始前

（（11）） 輸出国における法規制の遵守輸出国における法規制の遵守

（（22）） 製造施設の施設設備の水準の国内基準との同等性製造施設の施設設備の水準の国内基準との同等性

（（33）） 製造施設の衛生管理の水準の国内基準との同等性製造施設の衛生管理の水準の国内基準との同等性、、

ＨＡＣＣＰ導入の推奨ＨＡＣＣＰ導入の推奨



輸入加工食品の自主管理に関する輸入加工食品の自主管理に関する指針（指針（ガイドラインガイドライン））
概要概要③③

２２ 原材料の受け入れ段階原材料の受け入れ段階
(1) (1) 納入ロット毎の規格基準への適合確認納入ロット毎の規格基準への適合確認
(2) (2) 定期的な試験検査による確認定期的な試験検査による確認
(3) (3) 異物混入が明らかな原材料の受け入れ停止異物混入が明らかな原材料の受け入れ停止
(4) (4) 輸出国行政機関又は国内検査機関での検査実施輸出国行政機関又は国内検査機関での検査実施
(5) (5) 原材料毎の適切なロット管理原材料毎の適切なロット管理

３３ 製品の製造・加工段階製品の製造・加工段階
(1) (1) 衛生管理体制の整備衛生管理体制の整備・・有毒、有害物質の混入防止対策の徹底有毒、有害物質の混入防止対策の徹底
(2) (2) 食品衛生に関する責任者の設置食品衛生に関する責任者の設置
(3) (3) 定期的試験検査による最終製品の規格基準への適合確認定期的試験検査による最終製品の規格基準への適合確認
(4) (4) 製品毎の適切なロット管理製品毎の適切なロット管理

４４ 製品の保管・運搬・流通段階製品の保管・運搬・流通段階
(1) (1) 製品の保管、運搬及び流通時の衛生確保製品の保管、運搬及び流通時の衛生確保・・有毒、有害物質の有毒、有害物質の

混入防止対策の徹底混入防止対策の徹底
(2) (2) その他確認事項その他確認事項



輸入加工食品の自主管理に関する輸入加工食品の自主管理に関する指針（指針（ガイドラインガイドライン））
概要概要④④

第第５５ 回収・廃棄回収・廃棄

１１ 回収手順の策定回収手順の策定

輸入者は、輸入食品に起因する食品衛生上の問題が発生した輸入者は、輸入食品に起因する食品衛生上の問題が発生した

場合、消費者に対する健康被害の未然防止の観点から、問題製場合、消費者に対する健康被害の未然防止の観点から、問題製
品を迅速かつ適切に回収できるよう、回収に係る責任体制、具体品を迅速かつ適切に回収できるよう、回収に係る責任体制、具体
的な回収方法、関係行政機関への報告等の手順を定めること。的な回収方法、関係行政機関への報告等の手順を定めること。

２２ 廃棄措置廃棄措置

輸入者は、回収製品について廃棄等の必要な措置を的確かつ輸入者は、回収製品について廃棄等の必要な措置を的確かつ

迅速に行うこと。なお、回収製品は通常製品と明確に区別して保管迅速に行うこと。なお、回収製品は通常製品と明確に区別して保管
し、関係行政機関の指示に従い適切に廃棄等の措置を講ずること。し、関係行政機関の指示に従い適切に廃棄等の措置を講ずること。

３３ 公表公表

輸入者は、回収等に際して、必要に応じ、消費者への注意喚起輸入者は、回収等に際して、必要に応じ、消費者への注意喚起
等のため、当該回収等に関する情報の公表について考慮すること。等のため、当該回収等に関する情報の公表について考慮すること。



輸入加工食品の自主管理に関する輸入加工食品の自主管理に関する指針（指針（ガイドラインガイドライン））
概要概要⑤⑤

第第６６ その他その他

１１ わが国の食品衛生規制の周知等わが国の食品衛生規制の周知等

輸入者は、製造者に対し、わが国の食品衛生規制の周知を図る輸入者は、製造者に対し、わが国の食品衛生規制の周知を図る

とともに、国内外における同様食品の違反事例等を随時情報提供とともに、国内外における同様食品の違反事例等を随時情報提供

し、必要に応じて改善を図ること。し、必要に応じて改善を図ること。

また、必要に応じて現地施設に技術者等を派遣し衛生指導等をまた、必要に応じて現地施設に技術者等を派遣し衛生指導等を

行い、技術、知識、意識レベルの共有化を図ること。行い、技術、知識、意識レベルの共有化を図ること。

２２ 適正表示適正表示

輸入者は、自らが輸入する食品の表示内容が日本国内の関係輸入者は、自らが輸入する食品の表示内容が日本国内の関係

法令の基準に適合するよう管理するとともに、必要に応じて関係法令の基準に適合するよう管理するとともに、必要に応じて関係

行政機関等に事前に照会等し、確認を行うこと。行政機関等に事前に照会等し、確認を行うこと。



輸入加工食品の自主管理に関する輸入加工食品の自主管理に関する指針（指針（ガイドラインガイドライン））
概要概要⑥⑥

３３ 記録の作成及び保存記録の作成及び保存

輸入者は、自らが輸入した食品の流通状況についての確認が常輸入者は、自らが輸入した食品の流通状況についての確認が常

に行えるよう、当該食品に関する輸入時の記録、販売時の記録等に行えるよう、当該食品に関する輸入時の記録、販売時の記録等

の適正な作成及び保存に努めること。の適正な作成及び保存に努めること。

４ 試験検査

輸入者は、試験検査の実施及びその結果の取扱いに当たって

は、正確さ及び精度等において信頼性が確保されていることを確

認すること。

厚生労働省ホームページ厚生労働省ホームページ（（参考法令等へのリンクあり）参考法令等へのリンクあり）

http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/tp0130http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/tp0130--1ah.html1ah.html
（（※※ガイドラインの英語版については近日中に掲載予定）ガイドラインの英語版については近日中に掲載予定）



参考資料参考資料



輸入食品の輸入食品の安全確保に関する法規制安全確保に関する法規制
と関係者の責務と関係者の責務 ①①

食品安全基本法食品安全基本法（平成１５年法律第４８号）（平成１５年法律第４８号）

第４条第４条 食品供給行程における適切な措置食品供給行程における適切な措置

食品の安全確保は、国の内外における食品供給行程の各段階において適切な措置食品の安全確保は、国の内外における食品供給行程の各段階において適切な措置

を講じることによりを講じることにより行わなければならない。行わなければならない。

第６条第６条 国の責務国の責務

国は、前３条に定める食品の安全性の確保についての基本理念（以下「基本理念」国は、前３条に定める食品の安全性の確保についての基本理念（以下「基本理念」

という。）にのっとり、食品の安全性の確保に関する施策を総合的に策定し、及び実施という。）にのっとり、食品の安全性の確保に関する施策を総合的に策定し、及び実施

する責務を有する。する責務を有する。

第７条第７条 地方公共団体の責務地方公共団体の責務

地方公共団体は、基本理念にのっとり、食品の安全性の確保に関し、国との適切な地方公共団体は、基本理念にのっとり、食品の安全性の確保に関し、国との適切な

役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の自然的経済的社会的諸条件に応じ役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の自然的経済的社会的諸条件に応じ

た施策を策定し、及び実施する責務を有する。た施策を策定し、及び実施する責務を有する。

第８条第８条 食品関連事業者の責務食品関連事業者の責務

食品の・・・、輸入、・・・を行う事業者は基本的理念にのっとり、自らが食品の安全確食品の・・・、輸入、・・・を行う事業者は基本的理念にのっとり、自らが食品の安全確

保について第一義的責任を有していることを認識して、食品の安全性を確保するため保について第一義的責任を有していることを認識して、食品の安全性を確保するため

に必要な措置を食品供給行程の各段階において適切に講じる責務を有する。に必要な措置を食品供給行程の各段階において適切に講じる責務を有する。



輸入食品の輸入食品の安全確保に関する法規制安全確保に関する法規制
と関係者の責務と関係者の責務 ②②

食品食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）衛生法（昭和２２年法律第２３３号）

第２条第２条 国及び都道府県等の責務国及び都道府県等の責務

国、都道府県、地域保健法第国、都道府県、地域保健法第５５条第条第１１項の規定に基づく政令で定める市項の規定に基づく政令で定める市（（以下「保健所を以下「保健所を

設置する市」という。設置する市」という。））及び特別区は、教育活動及び広報活動を通じた食品衛生に関する正及び特別区は、教育活動及び広報活動を通じた食品衛生に関する正

しい知識の普及、食品衛生に関する情報の収集、整理、分析及び提供、食品衛生に関するしい知識の普及、食品衛生に関する情報の収集、整理、分析及び提供、食品衛生に関する

研究の推進、食品衛生に関する検査の能力の向上並びに食品衛生の向上にかかわる人材研究の推進、食品衛生に関する検査の能力の向上並びに食品衛生の向上にかかわる人材

の養成及び資質の向上を図るために必要な措置を講じなければならない。の養成及び資質の向上を図るために必要な措置を講じなければならない。

②② 国、都道府県、保健所を設置する市及び特別区は、食品衛生に関する施策が総合的かつ国、都道府県、保健所を設置する市及び特別区は、食品衛生に関する施策が総合的かつ

迅速に実施されるよう、相互に連携を図らなければならない。迅速に実施されるよう、相互に連携を図らなければならない。

③③ 国は、食品衛生に関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに研究並びに輸入される国は、食品衛生に関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに研究並びに輸入される

食品、添加物、器具及び容器包装についての食品衛生に関する検査の実施を図るための体食品、添加物、器具及び容器包装についての食品衛生に関する検査の実施を図るための体

制を整備し、国際的な連携を確保するために必要な措置を講ずるとともに、都道府県、保健制を整備し、国際的な連携を確保するために必要な措置を講ずるとともに、都道府県、保健

所を設置する市及び特別区に対し前所を設置する市及び特別区に対し前２２項の責務が十分に果たされるように必要な技術的援項の責務が十分に果たされるように必要な技術的援

助を与えるものとする。助を与えるものとする。

第３条第３条 食品等事業者の責務食品等事業者の責務

食品等事業者は、その食品等事業者は、その・・・・・・、輸入し、、輸入し、・・・・・・又は営業上使用する食品、添加物、器具又は容又は営業上使用する食品、添加物、器具又は容

器包装について、自らの責任においてそれらの安全性を確保するため、販売食品等の安全器包装について、自らの責任においてそれらの安全性を確保するため、販売食品等の安全

性の確保に係る知識及び技術の習得、販売食品等の原材料の安全性の確保、販売食品等性の確保に係る知識及び技術の習得、販売食品等の原材料の安全性の確保、販売食品等

の自主検査の実施その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。の自主検査の実施その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。


